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イギリスにおける新しい中等教育観の起源
? ? ? ?
? ?
?
?
矢野俗俊
~ 
< 
イギリスでは現在.中等教育の三本史制度 Ctripartitt、sy s t t-rn) をコンプリヘンシブ・スク
ールへと統合・再編して統一中等学綬制度をつくりだす途打とある。コンブリヘンシプ・スクールK
関する詳細位報告・“ HaI f ¥"s Y Th e r e" (1)はコンブリヘンシプ・スクールへの再編の過程を.表
題の示す通りに「道は盲学ぱjであると表現している。それは 1973年の見込みの数字ではあるが.学
綬で 1825. 中等学校生徒数におめる比羽目で 46~桜がコンブリヘンシプ・スクールであるとしている (2 )
1950年代なかばに給まったコンブリヘンシプ化を推進する運動は当然ながら三本立制度とそれを支
える恨強い伝統的中等教育観fct免職するものであった。したがってコンプリヘンシプ化をすすめる運
動は選筏試験制使の廃止.共通教育課符.の創造.教慢方法の第新伝ど教育改箪のほと人どすべての側
面をZ難題としたEくてはならなかった。それらの具体的内容をそれぞれに明らかにする ζ とによってコ
ンプリヘンシ.プ・スクール運動の性費者~6i定する乙とはそれ自体として電要伝怠義そもつものである
が .ζの小論ではコンプリヘンシブ・スクールの発援を準備する.新しい中等教育観が形成されてゆ
く過慢を取り吸う乙とにしたい。
イギリスで5緩からは緩までの子どもが例外伝〈就学を義務づけられたのは 1918年法において
であった。しかし 11績から 14歳までの教育を引き受ける学校がすべて中等学校であったのでは往く.
中等学校は通常16畿まで就学を希望する者のための学校であり， 14織で就学を終え.際業につく有
のためにはそれと別系列の中央学校 (C~ntr81 8chool)や上級議健学校 (hiがlpr e l emen tary 
8choo りを置くというこ軍制度によって実現した義務教育だったのである。それtとたいして「すべ
ての者に中等教育をjという労働者情級の要求が出現し二重制度の撤廃を求める声が強く伝ってくるつ
イギリスの中等教育は労働者情級のζの要求に一定の考慮を払いつつ，伝お降奇級的性栴の強い 二軍制
度令温存する乙とにより鉱充されてきたのである。 1920年代は ζの過侭が進行する時代であった。
刺駒f.t中等教育制度に灯、する位判がありながら.紡紛はそれを克服できい、ままに.伝統的中等
教育観の支配を許して忌たのは伝ぜたEのかを，イギリス教育史研究の諸成果に依拠しつつ考えてみた
も、。
1"伝続的中等学後のなかの改篇の猷み
中等It育改旗の必要がa・8れ，またいくつかの試みがお乙伝われるのは 19愉紀来tとな勺てから
• 
の乙とである。 ζの傾向には大きくわけで2つの系統があった。 1つは特織的地位令すでに健江して
いたバヅザフタ・ヌタールの能界で行われた自由主績教育の実鶴であり.いま 1つは Eなのプライス
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委員会を中心に展開された議論がそれである。
喝
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まず自由主義教育思想にもとずく実践を見ておこう。パブリック・スク ールはラグピー校のT.
ーノノレドの努力で「紳士教育の場としての面白を顕現させるよう iとなるJ(3)といわれているが，それ
ア
は産業革命後，急速に力を得た中産階級の教育をも受けもつ学校としての地位を確定した乙とを意味
している。しかしパフリック・スクールで-行われる「紳士教育」の内容は相変わらず古典中心主義で、
あり，道徳的な人格の形成に力点が置かれていた。乙のような現実の社会生活からかけ離れた教育を
「産業革命以後の著しく変化した社会の要求に対応しうる真の中堅指導者を育成すべく J(4)開改め，
それに続くパドレーのビーデ)レズ校で、あ設されたのがセシル・レディーのアボッツホノレム校であり，
ドイツ語などの近代語の教授を重視すフランス語，乙の 2つの学校では古典語教授を軽減し，った。
るとともに，自然科学の大幅な導入と実験・観察の採用など教科内容 ・教授方法の近代化が試みられ
た。そして身体的発達や人格の育成も強調さえたのである。
しかもその一部に過ぎないパブリック・スクーJレを通しておこなこの実践はあくまで中等学校の，
われたものであり，中等教育観の変更に何らかの寄与をするものではなかった。むしろ 1904年に教
育庁の発表した「中等学校規程jの中等教育に関する定義とも一致するものであったといえる。その
定義は「基礎学校で与えられるよりも広い範囲と高い程度をもった学年別編成の教育課程をとおして
e 
与えられる一般教育，身体的・精神的・道徳的教育を 16才もしくはそれ以上の生徒各人に提供する
ここには中等教育の内容が自由主義教育的な考え昼間制または寄宿制の学校J(5)を中等学校とした。
方で表現されており，年齢iと主眼はおかれていない。またすべての生徒が中等教育段階を経なくては. 
ならないという思想は見られないのである(6)。
プライス委員会の報告は教育制度の全般を論じている。そのたrかで提案された乙とは①中等
学校を管理する行政を教育庁に統合する ζ と，②中等学校の提供については 16歳まで教育を継続す
他方，
それら「第三流の中等学校」の不足しており，る「第二流の中等学校」および 14歳まで継続させる
を拡大しなければならないこと，③「無償席Jを増加すること，④「出来高払い制Cpaymentby 
であった(7)。このブライス委員会の中等教育に関する提案はカーテresul ts)Jを全廃させること，
ィスによると「中等教育の本質について広く寛大な考え方をしたJ(8)として，中等教育と技術教育と
?
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?????
?
?
?? ?
??????
が相互関連的でなければならないと主張した点が高く評価されている。そして 1904年の「中等学校
規程Jとは本質的に相容れない考え方を示したものであるとも言われて.いる。
?
，? ? ?
しかし乙の報告でも無償制によってすべての者に中等教育を保障するという考え方は発展させられ
ていない。プライス委員会の表明した中等教育の拡充は一定の科学技術水準の維持を不可欠の要求と
この報告は 19世紀末の初等後教育の
そして夜学校など，中等学校の系列とは全く別の労働者階
級向けの学校が急速に発展していたという事実を背景に出されており，労働者階級のための教育の発
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する産業資本の意図の範囲内におさまるものであった。ただ，
. 
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機関として上級基礎学校や下級技術学校，
• 
a 
• 
??
?????
??
??
??
，
展を反映するものであった ζとはまちがいない(9)。
19世紀末の教育改革は中等教育を中産階級の必要と期待に応じて改革ないし拡充するものにとどま
りt ，すべての者に中等学校をJの思想をその中から生み出すことはできなかった。乙の思想が労働
者階級の運動の伝かで生みだされたよければならなかったのは，中等教育をめぐるこのような事情によ
るものなのである。
• 
¥ 
2. rすべての者に中等教育を jの登場
「すべての者K中等教育をJの要求は， トウニーが 1922年に発表したパンフレットより以前K労
働運動のなかにすでに見られたものである。乙の要求が労働組合の決議にあらわれた最初は 1897年
の労働組合会議 (T.U.C)の大会であった。サイモンによると 1897年のT.U.C大会は，fすべての
者に中等教育を jの偉大なスローガンとなるべきものを定式化することにむかつて第一歩を踏み出し
たJ(10)のであり， ，はじめて教育の全分野にわたる戦闘的な政策を採択したJ(1)のである。
乙の決議にいたる背景には児童労働の苛酷伝実態があった。主としてランカシャーやヨークシャー
といった織物業地域においては半労半学制のもとでの児重労働の搾取が盛んに行なわれ， 1891年当
時ランカシャーにいた10歳以上の子ども〈約50000人〉のうちほほ半数がハーフタイムで働いてい
たという。その生活は朝 6時に働きはじめ昼 12時30分になるまで30分の朝食をとるだけで働きつ
づけ午後2時から 4時30分まで学校に通う，逆の週は朝9時から 12時まで学校に通い， 午後1時
30分から 6時まで働くという苛酷なものであった (12)。このような半労半学制のもとでの児童労働
の搾取に反対して，就労年齢の 14歳引き上げと 18歳までのすべての夜間労働の廃止.を決議し，飢
餓児童への給食や半労半学制の廃止，離学年齢の 16歳引き上げが実現するまでは労働者階級は満足
しない，と宣言したのであった (13)。ζの決議はガス労働者と機械工の代表により提案されたもので
あり，新組合主義の考え方を表明するものであると考えられる。このように中等教育を自らの手の届
くと乙ろに獲得しようとする考え方は児童労働の搾取とそれによる児童の疲弊から労働者階級の子ど
もを守ろうとする労働組合の運動のなかで自覚されていったものなのである。
1905年のT.U.C大会ではレース製造工のアップルトンが，1902年法やその後の諸規程により実
施された政府の教育政策を非難し，すべての者の機会均等の原理にもとずく教育綱領を要求すること」
(14)を提案した。それにより 10項目の改革要求が決議されたが， その中では①すべての教育は無償
かつ国家により維持されなくてはたCらない。②初等学校・中等学校への就学は義務制であり， 16歳も
しくは大学入学年齢に遣するまで子どもが在学できるように生計費補助の十分な提供がなされるべき
乙と，④能力の水準は過去に達成された学習によって判断されるべきであり競争試験で判断されては
• 
t.cらないζ と，などが主張されていた (1の。
乙の1905年のT.U.Cの決議は.競争試験による還銭を否定し，大学iと手の届く中等教育をすべて
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の者に保障する ζ とを様態したものであり，それは「共通中等学校をすべての者~LJともいえる大胆
? ? ? ?
な要求であった。
しかし労働運動のなかにはこれとちがった教育論を展開する有力な部分があった。フェビアン協会
ウェ ッブの教育論に代表される傾向である。ウェッブは|教育がそれ自体として価値がそれであり，
「中等学校は在学期間の長をもっているという考えは感傷的なおしゃべり」にすぎないと決めつけ，
さに応じて分化きれなくてはなら伝いJ(16)と主張する。彼はまた各人は自分の能力 (e f f ic iency ) 
それにより国家の最大効率を保障するのだ，を最大限iと発揮できる特定の教育をうけるべきであり，
乙の考え方からは 14歳で学校を離減る者には上級基礎学校で十分であるというと考えていた 〈ゆ。
乙とになり，すでに述べたT.U.C決議とはおよそかけはなれたものであった。乙のように二つの相
、
反する傾向が労働運動のなかに共存した事実は，以後の労働党の教育政策に与えた影響という点から
考えるならばきわめて重要である。その乙とについては後に触れたいと思う。
3.共通中等学校の要求
1902年法 iとより新設された地方教育局は中等学校設立の権限を与えられ，以後一定の中等学校の
増加をもたらした。また 1907年法で実現した基礎学校と中等学校の「橋渡しJは，わずかながら労
， 
働者階級出身者の中等学校への進出を果した。 ζれらの立法は科学技術教育のたち遅れを憂慮する産
業資本の強い意向をうけて政府の主導ですすめられた。
25 ~杉の無償席の提供を規定した 1907 年法をもって「中等学校は授業料を払えるカーティスは，
者のためのものだとする考え方の崩壊J(18)をしるしたものと評価しているが，基礎学校と中等学校
??
?
，
?
との平行的二重制度が崩されたわけではない。むしろ無償席制のもとでも「多くの労働者階級の子ど
もは，授業料の重荷をたとえ免除されでも，他の関連諸経費や就学によるかせぎの損失のために中等
教育の席をうけることができなかったJ(19)のが実状である。無償席のわくは 1913年代 32.6%fL広
1919-20年当時，インク。ランそれでも厳しい選抜試験を経なくてはならなかったし.げられTこが，
ドでは無償席のみならず有償席すら不足していたために約 18000人が中等学校から締め出されるほ
ど中等教育の提供は不備であった (20)。無償席は「労働者階級から脱け出るために訓練されねばなら
??
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したがって無償席をめぐる競ない少数の者の教育のために十分ほどJ(21)でしかなかったのである。
争試験は激しくなり，後に中等教育の入口で行なわれる「選抜による分化J~L つながっていく ζ とに
と乙ろで第一次世界大戦前から戦時下にかけてイギリス社会に大きな不安が訪れる。
ニ，三年は産業不安の一般的機酵の時期Jαのであり， 1911年のドック・ストライキ，翌年の炭坑
夫ストライキなど労働組合の闘いが激化し，
「大戦直前の
また婦人参政権運動も高揚した。そして「労働組合運動
を，単に賃金と労働条件を守るための手段としてだけでなく，資本主義社会との戦いにおける攻撃的
-. 
， 
ョ. . . 
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、
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武器として用いるという新しい考え方Jω)がおこってきた。 ζのような情勢を背景にして，戦時下
の労働党やT.U.Cは戦後改革のプランを検討する必要があった。教育においては大戦期に再び強化
された児童労働への対策をも考慮して改革案がねられていったのである。そのなかで注目すべきプロ
グラムが出された。 1916年 10月に発表された「ブラッドフォード憲章」と呼ばれるものがそれで
あり，当時としては画期的な提案をふくむものであった。
乙れはブラッドフォード労働組合評議会が「戦後の教育の総合的プログラムを検討するためJの会
議で決めたプランであり，それが独立労働党そして労働党(1917年)大会のなかで採択されたので
ある (24)。 ζのプログラムの主な特徴は，離学年の 16歳ヲ|き上げ，パートタイム雇用の例外を設け
ない無償の普遍的中等義務教育，すべての者への深い一般教育の提供と中等コース最終学年にのみ技
術・職業・商業の傾斜がもたされるべきこと，そしてあらゆる高等教育を完全に無償で希望者に提供
する ζ と，などであった (25)。 乙の「ブラッドフォード憲章Jは1905年のT.U.C決議からさらに
すすんだ具体的な構想であった。これが出されるまで， T.U.Cは教育費支出の削減や児童労働の拡
張，無償席の縮少といった条件面に力をきかれて傍想を発展させる余力をもたなかった。またほぼ同
時期に出された労働者教育協会や全国教員組合の提案が共通して多様なタイプの中等学校の存在を主
張するものであった (26)ことを考えると， ζの「ブラッドフォード憲章」の意義は十分に評価されな
くてはならないだろう。とりわけ 1905年T.U.C決議で漠然と提出した共通中等学校の構想をはっ
きりとうち出している点はまさに画期的といってよし、。
しかしこのすぐれたプ只グラムは概して不評であり，戦後改革のなかでとり入れられることはなく，
1918年法の制定にいたるのである。 1918年法は新しく中央学校を開設したが，これは上級基礎学
校と中等学校の中間的な性質の学校であって，それにより初等後の教育は一段と多様性を強める乙と
になるのである。
4. rすべての者に中等教育をJ(トウニー〉の位置
1918年法でかえって二重制度が固定化したとさえいえる状況下で労働者階級はいよいよ中等教育
.の大衆化を切実に求めるようになった。トウニーが労働党の要請をうけて 1922年に著した乙のパン
フレットは何よりも中等数育大衆化を求める機運の反映であった。しかしこの著作は広がりつつあっ
た機運の積極的な側面と同時に否定されるべき側面を反映し，それに加えて当時の制約条件をも反映
したものであった。乙れは労働党の長期目標を確定し， rその後20年間の教育プログラムの基礎とな
り. 1944年教育法の基礎ともとEったJ(幻〉乙とはたしかであるが， それをまったく肯定的な文脈で
とらえるのはあやまりであろう。
トウニーの著作にたいする称賛や肯定的評価は多い。その多くは内容の以下の諸点に負うていると
恩われる。まず中等教育をすべての者のための第二段教育と考えた乙と，中等教育要求の増大に比べ
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その大幅な増加を提案したこと。中等教育の代用として提案されるものを
• 
て少ない席の数を指摘し，
，?
、?
?
， 
拒否した乙と，中等教育の無償化を授業料廃止に加えて生計費補助を含めて提案したこと，
しかしこれらのすぐれた点をみとめる ζ とによって『すべての者に中等教育をJの弱点に自をつ
などであ
る。
それは結局三本立制度の形成される過程の重要な条件が見失われてしまうのである。ぶるならば，
トウニーは中等教育の目的を定義して「特定の職業や専門に分化せられた技能を授けるのではなく，
人間の本質的属性であるがゆえに，特定の階級や職業にとって固有のものでない諸能力を発達させJ(28) 
「中等学校のあいだにおける多様性は，ることとしている。そしてこの一般的特質が保たれておれば，
大きければ大きいだけ，教育にとっていいものであるJ(29)とし，在学期間の相違をもみとめるので
ある。また産業についての「傾斜Jを適度にもたせた学校や，男女生徒の「実際的Jな学習について
の興味をいっそう豊かに活用せしめる学校などを多様な形態の例としてあげている。 ζの多様化の承
認がトウニーの否定したr1守定の階級や職業にとって固有の」教育を助長する ζ とはすでに明白であ
トウニーの見解の第一の問題点は乙の多様化をみとめたことにある。った。
トウニー自身がみとめるパブリック・スクールにたいするトウニーの態度は甚だあいまいである。
めざしている目標においてはJ(30)変わらように，パブリ ック・スクールが[奉仕している階級と，
ない学校であるにもかかわらず.教育方法やカリキュラムを改善してきた乙とを評価し，放任してお
というのである。乙の乙とはトウニーの強調する一般教育が当時の中等学校の教育内容が問題視され
むしろパブリック・スク ールの教育が念頭におかれているることなく言われていることを考えれば，
「特定の教育施設に固有のすぐれた特性を犠牲にしようなどとζとが明らかになってくるのである。
のぞむのでは決してないJ(31)という主張や「初等学校は準備的な学校J(32)としてパブリック・スク
ールにたいする予備学校を想定した規定がそれをうらづけている。問題点の第2はそ乙にある。
第三の問題点は国家の経済発展の観点から教育経費を増大させる必要を述べている乙とである。「人
あらゆる資本投下のなかで震も有利に引き人の身体的，知的能力を向上させるのにあてられる富は，
あうものである」ω〉と教育の投資効率の高さが問題とされている。そして「イギリスの社会史にと
つての悲劇」は i1850年から 1890年にかけての急速な収益拡大の時期」に「真に有効な教育制度
ここに見られるのはフェビアをつくりだす機会を失ってしまったことJ(34)であるとも述べている。
ン協会のウェッブの考え方に近いものである。乙の著作が出された時期は財政緊縮を軍事費と社会事
業の分野ですすめることをめぎしてゲッディス委員会が招集された時期-と一致する。 乙のゲッディス
委員会は1800万ポンドの教育費削減のため入学年齢の一年引き上げ，学級規模の蕗大による教員人
件費の節減，無償席の 259弱から 409杉への増加案の却下，下級技術学校や昼間継続学校の抑制などを
乙の「ゲッディスの斧」がふるわれようとしている時に「現実的な提案」と勧告したのである (35)。
トウニーの著作において教育投資効率の強調K影響を与えたであろうとして出されたという事情は，
ヮトパ日去、手t 
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以上のような問題点は fすべての者に中等教育を jがもっ妥協的性質によるものである。すでに街
摘したように労働運動の相反するこ傾向ははっきりしていたが，そのこつが対立するなかから労働者
階級の中等教育婆求が生み出されたのではなく，そのよう伝対立が表面化する乙とはなかった。二つ
の傾向は労働党において調停されたのであり. トウニーの見解に折3質的な部分のふくまれているのは
ζのような理自によるのである。
5. トウニーからハドウ報告ヘ
以上トウニーの見解に見られる不十分な諸点を明らかにしてみると， 1926年にハドウ委員会の提
出した報告『青年期の教育 jとの関連が鮮明になる。では従来のイギリス教育史にかんする研究でト
ウニーのパンフレットとハドウ報告との関連がどうとらえられているのかを見ょう。
まず両者の関係を同一線上において見る立場である。 ζれはトウニーの見解とハドウ報告は「すべ
ての者に中等教育をJの運動の代表的文書であり.それと保守主義(ボランタリー・スクール〉との
対抗において以後の中等教育の展開をとらえようとするものである。 iすべての者に中等教育をの運
司，
動はハドウ報告を改良のための箇争がそれによって希望をもって闘いうると考える拠り所として承認
したJ(36)とブラッドフォード独立労働党の報告を引用して述べているのはJ.ローソンとH.シルバ
ーである。またパーキンソンは rすべての者に中等教育を jが単なる政治宣言でありJ教育宣言に
ついては「ハドウ報告がその必要をみたしたJ(幻)と両者の補完的役割を説明している。その場合iζ
強調されているのはトウニ:ーがハドウ委員会の一員として名を連ねていたという事実であるようだが.
内容の吟味が行われていない点で説得力を欠いており，後の三本立制度の必然性を見ていない。
乙れにたいしてハドウ報告をトウニーの見解からの後退であるとするとらえ方も見られる。それが
賞受もはっきりと述べられているのは成田克矢氏の論文である。トウニーの著作はフィッシャー法の進
歩的側面を引きつぎ，それを「新しい立場と水準J(38)にまで高めたものであるという評価をうけて
いる。それにたいしてハドウ報告において後退した点としては伝統的教育観の残存ということにとど
まらず， i第二段教育の階層別ならびにとくに能力別分化が是認された意味を看過しではならなしづ(紛
，と指嫡している。ハドウ報告の乙の点はストリーミング(ω)による分離指導Csectional treat-
ment)につながっていったことが明らかになっている (40)。
1 
?
? ，
問機の関係をこつの文書の間に見るのはカーティスである。しかし詳細な点では成田氏との関にさ
まざま律相遣が見られる。トウニーの fすべての者に jについてカーティスは i1905年以来労働党
がもちつづけてきた考え方を飯高の明徳きで述べたJ(41)ものとだけ言っており， トウニーの独創性
、， 
ヨ
? ? ? ? ?
??
， をみとめてはいはい。それにたいし成田氏は第一次大戦後の教育改革においてトウニーの果した役割
、
?
? 、 ? ?
'"非常に布く野価しているのである。またカーティスはハドウ報告のなかには i2つのζ となる方向
の思錫が見られるJ(42)と指策している。新しい方向の考え方とは労働党の採用した中等教育観令指
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し，過去の方向を向いた考え方とは報告にのこされた伝統的中等教育観を示すものであった。
ー
?
いかなる中等学校が念頭におかれているのというのは常に，カーティスのこの指摘は重要である。
「中等教育をすべての者にJを要求する労か，を議論のなかから読みとることが求めらるわけだが，
働者階級にあっても教育内容批判にまで到ることなく伝統的中等教育観が支持されていることが極め
て多いからである。そして実際にパブリック・スク ールやグラマ ースク ールを典型とする伝統的中等
教育観に支配されないで、，新しい中等教育を構想する ζ とはきわめて困難な課題だったからである。
ではサイモンはトウニこれまでの叙述においてサイモンの研究に大きく依存してきたのであるが，
ーの見解とハドウ報告とをどのように関連づけているのだろうか。サイモンは rすべての者に中等
教育を』は法律に具体化された中等教育の支配的概念に挑戦することができなかったJ(43)と前者を
評し，後者については閣行法下でできていた選抜制，非選抜制のさまぎまな形態の学校を勧告した」
(4)に過ぎず，中等教育概念を定めることを避ける一心で，その結果甚だしい混乱におちいってしま
ときびしく指摘している。サイモンにとっては共通中等学校 (common
、
school) secondary った，
という ζ とが常に問題となるのである。その尺度で測ってみるとトウニーの理念にどれだけ近いか，
の見解やハドウ報告が共通中等学校と相当にかけはなれたものであることが明らかになってくるので
ある。そして共通中等学校の理念というのは「ブラッドフォ ード憲章Jであらわされているように労
働者階級のっくりだした独自の構想にほかならないのである。
その中で共しかし問題は共通中等学校を情想しつつ進展した「すべての者に中等教育」の運動が，
トウ ニーやハドウ報告のタイプの多その結果，通中等学校の構想を十分に発展させることができず，
したがこれらをうけ入れてしまったことにある。様性をもっ中等学校の構想と区別されないままに，
トウニーとハドウ委員会の見解に共通中等学校思想の，それとは異質なものとの妥
協，そして後者の強調とすすむ妥協と後退の過程をみてとるのである。ハドウ報告を歓迎する態度が
ってサイモンは，
この時期に労働党が議論のなかで問題としたのは専ら就学年齢引き上げの労働党によっても示され，
みであり，中等教育にかんするラディカノレな提案は何ら行なわなかったのである (4)。
多課程制構想、(mu I t i I a t e ra I i sm)の出現6. 
ハドウ報告前後の中等教育は基礎学校から進もうとする者にとって7人に l人しか奨学金試験に合
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乙の制限
「子どもたちは試験にそなえてストリ ー ミングに投げ込まれ，すべての
乙の時期を通じて
格しないという状態であり，中等教育は競争試験を強めることで制限が維持されていった。
生徒に共通の教育水準を達成するというかつての目的は忘れられた」色5)のである。
しかし乙のような中等教育の制限は何らの抵抗もなく行伝われたのではない。
された中等教育のものとで，
「選抜の必要をなくし，教育機会の平等をより多く提供しようと，中等教育のラデイカルな改革要求J~紛
• 
が見られたのである。それは全国教員組合(N..U_.T)，全国教育労働者連盟〈駄目〉といった教員団体
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から出された多課程制学校 (multilateralschool)の提唱である。乙れはどちらも 1926年で
あるが.多課程制学校とは「初等後教育はし、かなる選抜も伴うことえfく地域の 11歳以上のすべての
子どもをいれる単一の中等学校J(47)で行なわれるべきであるとする学校である。その考え方のすぐ
れた点ははやくも競争試験による選抜の弊害に留意していたことであり，実在する中等学校，中央学
校，上級基礎学校の格差を一つ屋棋の下の別課程とし.相互の移動をみとめることで緩和しようとし
たζ とである。またすべての子どもが課程の別はあっても単一の中等学校で教育されねばならないζ
とを表明したものであるといえる。
しかし多課程制構惣が伝統的中等教育観をおびやかすものであっただけに保守派のそれにたいする
反対は綬強く.以後，中等教育改革の論議のなかで、乙の両者はつねに対立することとなるのである。
乙の多課程学校は 1938年のスペンス報告で否定されたのであるが，にもかかわらず知能テスト導入
による 11歳選抜への批判と相まって次第に力をえていくのである。 1942年になるとT.U.C もス
ペンス報告を批判して，3つのタイプの学校に分離する ζとは子どもを社会的地位にくわえて産業的
地位にまで区分けする ζ とを固定化する。 11歳時の子どもの分化がつづくかぎり，教育の平等
(parity)や.その後の生活での機会の平等(equality)について語ることは役に立たないJ(48)と
述べ多課程制学校こそが教育の平等をっくりだすのだと主張した。 ζのように多課程制学校には強い
支持が次第に集まっていき，それが1944年法の制定の過程にも影響を与えていくのであるが，それ
については稿を改めて述べてみたいと思う。こ乙では 1944年法が中等教育制度についての具体的な
規定を避け，以下のような条文となっていることだけを指摘しておζ う。，一地域に対して設けられ
る学校は，あらゆる生徒に，その年令，能力，素質の差，さらに生徒の在学年限の差等を考慮して望
ましいとされる諸種の教綬，訓練を与える教育の機会を保障するに十分な学校数，種類.および設備
についての条件を充たさなければ十分とはみなされないJ(49)という規定であり， 三本立制度の是非が
明記しであるわけではないのである。
戦後のコンプリヘンシブ・スクールへの再編は乙の多課程制学校の試みを経験として生かし，なお
多課程制の不徹底を克服して，共通中等学校の構想を発展させる運動であり，多課程制学校とは歴史
.的な継承関係をもっといえるのではないだろうか。ただし定義の上では区別されていて，コンプリヘ
ンシプ・スクールは「三側面の組織をもたずに地域のすべての子どものあらゆる中等教育を用意する
よう意図された学校J(50)であり，多課程制学校は「三要素(グラマー，テクニカル.モダン)がは
っきり限定される側面のかたちですべてふくまれた，地械のすべての子どものあらゆる中等教育を用
意するよう怠図3れた学校J(51)と教育省はそれぞれを定義している。しかしζの多課程制学校の実
現がイギリス教育の伝統的な二重制度のもとで.新しい中等教育観の形成に役立つた乙とを指摘しな
いわけにはいかない。労働組合運動?なかから生み出された共通中等学校の栂想は決して強い支持を
うけたわけではなかったが，多課程制学校主しでまず具体化されたのである。
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イギリスの新しい中等教育観は，地減のすべての者の中等教育を一つの学校で、うけもっという画期
そし
11歳選抜試験への批判とコンプリヘンシブ・スクールの変化に
つぎに共通課程の創造という点から深められていく乙とになるのである。
てそのためには 1944年法の下での，
的な考え方を基縫~L t 
とむ発展をまたなくてはならない。
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